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熱帯材製品に潜む人権リスク
---プランテーション開発に伴うサラワクにおける先住慣習地の土地収奪---

Human Rights Risks in Supply Chain of Tropical Products
--Land Grabbing of NCR Land Resulting from Monoculture Plantation in Sarawak--

「フローリングへと変貌する熱帯林」（2016年） 「Too Little Too Late」（2017年） 「足下に熱帯林を踏みつけて」（2018年）

http://www.jatan.org/wp-content/uploads/2017/03/FORESTS-TO-FLOOR-REPORT-JPver.pdf
http://www.jatan.org/wp-content/uploads/2017/03/Too-little-Too-Late-Japanese-Web-Final-17.03.16.pdf
http://www.jatan.org/wp-content/uploads/2017/03/Walking-on-the-Devastation-of-Tropical-Forests-Web-Japanese.pdf


『隠蔽された住宅建材 建材用合板製品が由来する森林の現場からー
サラワクとタスマニア』

http://www.jatan.org/wp-content/uploads/2020/03/2020-Japanese-Report-Web.pdf


2020年企業アンケート
65社中21社から回答
ランキング上位7位
①大和ハウス②積水ハウス③積水化学工業
④住友林業⑤双日建材⑥大建工業⑦伊藤忠建材



企業アンケート評価一覧

http://www.jatan.org/report/wp-content/uploads/2022/09/%E4%B8%80%E8%A6%A7%E8%A1%A8-3.pdf


評価基準

http://www.jatan.org/report/2022/09/20/16/#i-6


 今回の企業アンケートの変更点：NDPE方針に関する質問を追加
 四項目の回答の違いが評価ランキングの順位を変動させた要因のひとつ
 トップ3の大和ハウス、積水ハウス、積水化学工業の三社はいずれも、四項

目すべての禁止をそれぞれの調達方針の中にふくめていると回答
 NDPE 方針「森林減少禁止、泥炭地開発禁止、搾取禁止（No Deforestation, No 

Peat, No Exploitation）」

 「搾取禁止」には、労働搾取の禁止以外にも、世界人権宣言、土地保有権、
FPIC（自由意思による、事前の、十分な情報に基づく同意）などの住民の権
利尊重がふくまれるべきものとされている。

2022年企業アンケート 特色① NDPE方針



 2018年に三菱地所、東急不動産、野村不動

産ふくむ不動産大手と建設ゼネコンの八社
が「人権デュー・デリジェンス勉強会」を
立ち上げた。

 今回、野村不動産、三井不動産の二社がは
じめて回答。ただ、サラワクおよびインド
ネシア由来の木材取り扱いの質問に対して
三菱地所、東急不動産、野村不動産、三井
不動産のいずれもが無回答。

 大手デベロッパーは、商業施設やコンドミ
ニアムなどに使用される木材・木材製品を
選定する責任さえ、建設工事を発注するゼ
ネコンに委ねてしまっているのだろうか。

2022年企業アンケート 特色②



タ・アン製パネコート
（上段）19年8月
（下段）22年6月
東京近郊ホームセンターにて

シンヤン製パネコート
（上段）20年1月
（下段）22年9月
神奈川県内ホームセンターにて

≪遺漏(leakage)≫
≪抜け穴(loophole)≫
と指摘される日本の木材市場

第三次ウッドショック、ロシア・
ウクライナショックで木材価格急
騰

2021年の輸入合板供給量は262万
7,300㎥（前年比18.6％増）

内訳として、
マレーシア80万2,400㎥（前年比12.4％増）

インドネシア82万7,900㎥（前年比4.2％増）
（出典：木材建材ウイクリーNo.2343号）

価格はコロナ禍前と比べ1.6倍に



中国製ラーチ材構造用合板（22年8月）

木材商社大手、過去最高益を記録
 伊藤忠建材、SMB建材、双日建材、トーヨーマテリアの建材
商社4社の2022年3月気決算は、いずれも増収増益で高額配当
を連発

 「原因は言うまでもなく21年春から勃発した第3次ウッド

ショック。木材、合板など市況性の高い素材系分野から価格
が短期間で急騰し、想定外の利ザヤが発生したことが高収益
につながった」（2022年7月7日付木材新聞【右画像】）

------------------------------------------
「紛争木材」中国製のロシア産ラーチ材合板
◼ FSCとPEFCは、ロシアによるウクライナ侵攻という事態を受

けてロシア産の木材を「紛争木材」と位置付け、同国産木材
の認証を停止

◼ 「住宅の壁や床に使う国産合板が高騰していることを受け、
中国からの針葉樹合板の輸入が急増している。貿易統計によ
ると、5月の輸入量は1万9004立方メートルと前年同月の48倍
の多さだ」（2022年6月30日付日経新聞）

◼ 「経済制裁しているはずのロシア材が入って来ることを止め
られない」

（田中淳夫「ウクライナ危機で、ウッドショックはどうなる？」）

https://news.yahoo.co.jp/byline/tanakaatsuo/20220228-00284124
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（左から）ジャヤ・テャイアサ（リンブナン・ヒジャウ）、タ・アン（カピットFMU）、WTK（ピラ・ムジョンFMU)

サラワク・カピット（2022年8月）
 2年半ぶりに訪れたサラワク州では、前には市街地でもよく見かけた

伐採木材を積んだトラックの往来が明らかに減っていた。また、山間
の貯木場の多くは大きな空きスペースが目立っていた。

 しかし、現場をよく知るNGOに言わせると、奥地の伐採活動はいまだ

に盛んにおこなわれているという。半定住化したプナン人が多く住む
州東部のバラム河上流では伐採企業による土地の収奪がいまだにおこ
なわれている。



カピット
 トゥアイ・ルマー(tuai rumah)のアンティン・アナ・マ
ンガイ(Anting Anak Mangai)氏（右画像半袖の男性）は、
タ・アン・ペリタ・バレー(Ta Ann Pelita Baleh)によるア
ブラヤシ農園やWTKふくむ伐採企業が先住慣習地の侵
害に深い憤りを抱いていた。

 マンガイ氏は昨年、他の二人のリーダーとともにこれ
ら企業のNCR地の占有被害を訴えて、警察に被害届

（ポリスレポート）を、州林業局、マレーシア政府内
の認証機関SIRIM QASには是正を含めた調査依頼の請願



ダブル・ダイナスティ・グループ(Double Dynasty Group)：
泥炭湿地林帯の先住慣習地を根こそぎ破壊したサラワクのアブラヤシ農園企業

 暫定的借地権 (Provisional Lease)を政府から付与された
直後の2019年6月、DDB Bawanのブルードーザーがバワ
ン河に面した先住慣習地を破壊した。

 今回2年半ぶりに、トゥアイ・ルマーのひとり、ジュ
ティ氏の案内で同地を視察した。

 重機に掘削されたカナルから大量の泥水がバワン河に
注ぎ込んでいる。3年ほど前には泥炭湿地林が繁茂して
いただろう湿地帯は急速な乾燥化に晒されていた。

 先住慣習地の侵害を訴えてジュティ氏含むロングハウ
スのリーダーたちは裁判を起こしたが高裁で敗訴。現
在、弁護士を変えて控訴審の準備を進めている。



バラム河上流域の半定住プナン人コミュニティ
◼ 野生のサゴはプナン人にとって貴重な炭水化物源

◼ しかし、森林の伐採によってサゴ林が急速に減っ
てきたため半定住を余儀なくされている。

◼ 最近、カヤン人から習得した焼畑移動耕作を自分
たちではじめた。

◼ 画像の場所はサムリン社(Samling)が持っている伐
採コンセッション内にある。



2015年3月

シンヤン社パターFMUに続く道路での土砂崩れ。奥に見えるの
がパター・キャンプから来た重機

バラム河上流域にあるトゥトー川の支流、クブアン河とプアック
河に挟まれた場所に32,023 ヘクタールの「クブアン-プアック森
林管理区(Kubaan-Puak FMU)」

シンヤン社がクバアンの伐採キャンプを引き上げる際に、地域
のプナン人も使用していた橋脚だったが、故意に破壊



先住慣習権(Native Customary Rights: NCR) 

◼ 先住慣習権(Native Customary Rights: NCR)はマレーシア憲法第5条が定める生存権を構成するものと
して保護されている

◼ 先住慣習地を規定するおもな法律は「サラワク土地法(Sarawak Land Code)」。1958年1月1日に施行
◼ 先住慣習地とは、NCRが1958年1月1日以前に合法的に成立している土地。ただ、それ以降も設定が
可能とされている

◼ イバン(Iban)人
◼ 「領土」を「プマカイ・ムノア(pemakai menua)」、「領土」
の中にある手つかずの保護林を「プラウ・ガラウ(Pulau
Galau)」、ロングハウスを建て、墓地・農耕地・果樹園の
エリアを「トゥムダ(temuda)」、特別に墓地のためだけに
つかわれる土地を「ペンダム(pedam)」

◼ 「2018年修正土地法(Land Code (Amendment) 2018)」
◼ 第6条Aにおいて州政府は領地としての「プマカイ・ムノ
ア」(Native Territorial Domain)を認めた

◼ しかし、法律が改正された後も、州政府はアブラヤシ農
園のコンセッションを発行し続けている。なぜか?

@Simon Siah



西カリマンタン州 ケタパン県

@AidEnvironment Asia

Google Map



住友林業西カリマンタンでの植林事業「持続可能な森林経営」「管理面積は約155千ha」
パルプ材用の産業植林コンセッション(IUPHHK HTI)
⚫ PT. Wana Subur Lestari（ワナ・スブール・レスタリ:WSL）社
シンガポール住友林業80%, PT. Sari Bumi Kusuma（アラス・クスマグループ）20% （予定）

⚫ PT. Mayangkara Tanaman Industri（マヤンカラ・タナマン・インダストリ:MTI）社
シンガポール住友林業76%, PT. Harjohn Timber（アラス・クスマグループ）24%（予定）

⚫ PT. Kubu Mulia Forestry（クブ・ムリア・フォレストリ:KML）社
シンガポール住友林業99%,インドネシア住友林業1%

「インドネシアのカリマンタン島で植林事業拡充」（住友林業, 2020年12月09日）

西カリマンタンと中央カリマンタンに合わせて45.5万ヘクタールの天然林択伐用のコンセッション
を持つSBKとPT. Suka Jaya Makmur（スカ・ジャヤ・マクムル社）を含むアラス・クスマの系列企業は、
2020年1～9月に住友林業に1万500トン、伊藤忠建材に9,200トンの合板を売却

“The need for cross-commodity no-deforestation policies by the world’s palm oil buyers” (AidEnvironment, August 2021)

住友林業が購入しているアラス・クスマ合板の多く（7割）はFSC認証を取得しているSBK社とSJM
社のコンセッションに由来するもので、残りのアラス・クスマ合板はFSC認証材として扱っていない

“FSC-certified Indonesian logger may have cleared orangutan habitat: Report” (Mongabay.com, May 17 2021)

住友林業とアラス・クスマ

https://sfc.jp/information/news/2020/2020-12-09-02.html
https://www.aidenvironment.org/wp-content/uploads/2021/08/The-need-for-cross-commodity-no-deforestation-policies-by-Aidenvironment.pdf
https://news.mongabay.com/2021/05/fsc-certified-logger-alas-kusuma-deforestation-orangutan-habitat-kalimantan/


ラバイ河を臨む河畔集落

MTIのコンセッション内住民の
「ワレット」とアブラヤシの植栽

MTIコンセション内アカシア植林



◼ PT. Mayawana Persada (MP) [Alas Kusuma]
HTI Concession (SK. 723/Menhut-II/2010) 136,710 ha
Kab. Ketapang and North Kayong (around half is located on peatland)
◼ PT. Asia Tani Persada West Kalimantan (ATP) [Sinar Mas]
HTI Concession (SK. 353/Menhut-II/2010) 20,740 ha Kab. Ketapang

ボーキサイト採掘に伴う残留メタルが流れ込んだ湖
ATP、MPのコンセッションに隣接する

MPコンセション内の伐採（画像提供 Dewan Adat Dayak）



LIST OF APRIL’S FIBER SUPPLY SOURCES as of 31 May 2022

PT. Mayangkara Tanaman Industri

PT. Wana Subur Lestari

https://sustainability.aprilasia.com/en/april-fiber-supply-source/


アラス・クスマグループ

◼ アラス・クスマは天然林伐採の事業地面積としてインドネシア内で二番目に位置する巨大
な木材企業

◼ 系列企業の中にはFSC森林認証を持つ会社もある一方で、土地の収用をめぐって住民と
の紛争を抱える企業も

◼ PT. Mayawana Persadaなどはコンセッション内で天然林の伐採もおこなわれている

Agustus 29, 2021 “OlehRedaksi Pusat Kwatir Keuntungan
Besar Terbongkar” (“Worried Big Profits Revealed”)

MP社の慣習地収奪に抗議するダヤック人の集会
（2020年8月18）

https://mabesbharindo.com/kwatir-keuntungan-besar-terbongkar/


ご清聴有難うございました。

熱帯林行動ネットワーク (JATAN)
事務局

原田 公
Email: harada@jatan.org


